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修士論文要旨
【緒言】現在、我が国では、高齢者の自立支援をより徹底
するために介護予防サービスが展開されている。しかしサ
ービスの対象者の不参加理由として、対象者自身が運動に
あまり興味がない、身体のどこかに痛みを抱えているため
に外出しにくいことが考えられる。また急増している運動
器の加齢性疾患の中でも、変形性膝関節症の患者が特に多
く、今後ますます増加することが予想される。そこで膝痛
を有した中高齢者を対象にどのような支援を行うことが効
果的であるかの手がかりを得るため、痛みの程度、痛みに
よる活動制限、痛み対処方略の相互関連性を検討した。さ
らに、痛み対処方略が含まれた情報誌による3ケ月間の通
信型痛み自己管理プログラムを実施し、効果検証を試みた。
研究I：膝痛中高齢者における痛み対処方略と痛みの程
度・痛みによる活動制限との関係
【目的】痛みとうまく関わっていきながら日常生活の活動
性やQOLを維持・向上させるにはどのような支援を行う
ことが適切かを探るための第一段階として、痛みの変数の
相互関連性を横断的に検討することを目的とした。
【方法】「膝の痛みを感じている40歳以上の男女」を対象
に新聞折込チラシを用いて募集し、259名の応募者に対し
て質問紙を郵送した。質問紙の返送があった212名のうち、
有効回答者である男性66名女性134名を分析対象とした。
調査内容は、痛みの程度・活動制限はJKOM（Japanese
KneeOsteoarthritisMeasure）のVASと25項目、痛みの
対処方略はCSQ（Coping Strategy Questionnaire）日本版
16項目であった。
【結果と考察】特に女性では痛みの程度と活動制限は強い
関連性があり、痛みに関連する対処方略には性差があるこ
とが明らかになった。男性では活動制限が強い人は思考回
避と無視を採用する傾向にあり、女性では痛みの程度が大
きい人は願望思考、破滅思考、医薬行動を採用する傾向に
あり、それが活動制限を強くすることが明らかになった。
研究Ⅱ：膝痛に関する情報誌を用いた通信型痛み自己管理
プログラムの効果検証
（1）各プログラムの痛みの程度・活動制限・痛み対処方略の
プログラム前後の変化
【日的】気軽に自分のペースで行える通信型痛み自己管理プ
ログラム（以下、通信型プログラム）として、膝痛の情報
誌を一定期間自由に活用させ、痛みの程度、活動制限、痛
み対処方略の変化と通信型プログラムの有効性を運動療法
を行う教室型プログラムと共に、検証した。
【方法】有効回答者である通信型プログラム参加者42名、
教室型プログラム参加者53名の女性を分析対象とした。
【結果と考察】両プログラム共に、痛みの程度、活動制限
がプログラム後に有意に改善した（p＜0．05）。対処方略で
は、通信型プログラムでは注意の転換、願望思考、除痛行
動、医薬行動の得点が、教室型プログラムでは自己教示、
破滅思考、除痛行動、医薬行動の得点が有意に下がってい
た（p＜0月5）。両プログラム共に、痛みの改善を促すこと
ができ、有効的なプログラムであったといえる。
（2）通信型プログラムによる痛みの改善度
【目的】通信型プログラムは期間が決められているだけで、
運動の強度や回数は決まっていない。情報誌を読むだけで
なく、その内容を実行する群としない群での痛みの改善度
の違いを検証した。
【方法】通信型プログラム参加者132名（男性69名、女
性63名）を分析対象とした。プログラム前後の質問紙の内
容（JKOM、CSQ日本版）を分析対象とし、情報誌の中の
5つのカテゴリー（ウオーキング、筋肉体操、健康長寿の
ための運動、セルフマネジメント、医療関係）を実行して
いる群としていない群で、痛みの程度と活動制限の改善率
を求め、比較した。痛み対処方略は、プログラム前後での
変化に群間の違いがあるかを検討した。
【結果と考察】ウオーキングの章では実行している群の方
が活動制限の改善率がより高いことが示唆された（p＜0．05）。
筋肉体操の章では実行している群の方が薬や医療機関に頼
る頻度が減少することがわかった（p＜0．05）。情報誌の内容
（ウオーキングや筋肉体操）を実行することを促すことが
できた通信型プログラムは効果的であると考えられる。
【まとめ】本研究では、痛みに関連する対処方略に性差
があることが明らかになり、3　ケ月間のプログラムで運動
を実施することを促すことができ、痛みが改善されたこと
から、膝痛の中高齢者を対象とした通信型痛み自己管理プ
ログラムは効果的であり、今後の健康支援対策として有効
であると考えられた。
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